研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　認知症疾患医療センター　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　柴田真弥

	期　　間　平成26年9月19日

	出張目的　平成26年度　青森県精神科病院・診療所協会　第2回研修会

	出 張 先　青森県総合社会教育センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体の考察】

　研修に参加して、改めて精神保健福祉法の勉強が足りないと感じた。現在は医療保護入院の手続きや流れはルーチン化されてはいるが、市町村長同意が困難なケース、応急入院が必要となるケース等、様々な場合が考えられる為、これまではどちらも経験はないが、必要時に対応できるよう法律だけでもしっかりと頭に入れておきたいと感じた。また、精神保健福祉法と精神保健福祉士という資格は非常に関連性が強く、精神保健福祉士として法に基づいた業務を行うこと、根拠を理解して法を運用すること、倫理綱領等の重要性について改めて考えさせられた。
　また、下記の考察でもあげているが、当院の場合は退院後生活環境相談員が看護師が行っていること、退院支援についてはPSWと一緒に行っている点からも、お互いに情報共有することを意識しなければ、職域からも偏った支援になってしまうことが考えられる。また、病棟によっても特性があり、担当看護師やコメディカルスタッフとの関わりが大きくなる患者もおり、日頃のカンファレンスや面談等、協力して退院支援を行っていく事が必要である。その上で、退院支援委員会で医療保護入院の継続が必要かどうか、また、継続が必要な場合は今後の治療の方向性を再度確認をする場としていけば、委員会もスムーズに進めることができるのではないかと感じた。現在はPSWが大きく関わる部分は少ないが、日頃の関わりの中で、どのような支援を行なえば、患者は地域で生活できるのか、という視点を忘れずに、必要なサービスを受けられる環境づくりを行っていきたいと感じた。
●精神保健福祉法改正後の現状と問題点

青森大学社会福祉学科　社会福祉学科長　藤林　正雄先生

【考察】

　講演では、これまでの法改正、精神科医療の流れを振り返り、今回の精神保健福祉法の改正どのような根拠を持って行われたのか説明を受けた。今回の法改正で変った点は、本来であれば精神保健福祉士としての専門性が前面に押し出されている法律で、精神保健福祉士が上手く運用することができれば、患者にとっては良い法改正であると思う。しかし、当院のように精神保健福祉士が積極的に動いていないような病院にとっては、運用しづらい法律だと感じた。その理由は、退院後生活環境相談員や退院支援委員会等は精神保健福祉士が主体となって進めることを前提とした法律であることとが挙げられる。現在は看護師が主体となり退院後生活環境相談員を行っているが、患者や家族にとっては相談員、担当看護師、ソーシャルワーカー等窓口が数か所あることによって必要な人に必要な相談ができるというメリットもあるが、医療保護入院の患者では自身で相談ができない方や判断能力に欠いている方もおり、誰かが関わっていても、誰もが把握していないことも出てくると考える。その為、今後はより一層、カンファレンスでの情報共有や担当スタッフ同士の連携の重要性が増してくると考える。
【研修要旨】

○はじめに　精神障害者を取り巻く社会状況の変化

医療：入院中心医療⇒地域医療の萌芽⇒人権擁護の入院医療と退院促進・地域生活支援⇒機能的な医療の
提供・地域生活支援の発展

地域支援：ケアマネジメント⇒アウトリーチ・ACT

障害者の位置：　精神病者⇒精神障害者⇒利用者主体・自己決定の尊重⇒自立

　　　　　　　　パターナリズム⇒ストレングスモデル（エンパワメント、リカバリー）

現状；（2001～2010年）

・平均在院日数の短縮化（22.9％短縮）、在院患者数の減少（7.7％）

・精神科診療所の増加（7年間で58.9％増）、精神科デイケア等利用者数の増加（75％）

・措置入院の申請通報届け出数の増加（68.7％増）

・精神科救急入院料算定病棟（スーパー救急病棟）の急速な増加（90病棟知覚）

・入院患者の平均在院日数：日本301.1日（2010）―韓国（108.8日）、ギリシャ（91.0日）

・病床数（人口1万人あたり）：日本（27.3床）、ベルギー（17.7床）、オランダ（13.9床）

○法改正とその後

方向性「入院医療中心から地域生活中心へ（平成16年度）」

⇒社会的入院の解消⇒精神科医療の機能分化と質の向上、新たな長期入院を生まない為の取り組み、「重度かつ慢性」の入院者以外の入院者の多職種連携による退院促進の取り組み＋家族の負担軽減


法改正項目

1）精神障害者の医療の提供を確保する為の指針の策定

2）保護者制度の廃止

3）医療保護入院の見直し

4）精神保健審査会に関する見直し（平成28年度～）

※施行後三年を目途に所要の措置を講ずる（見直し）

○法改正の内容と課題

1)　精神障害者の医療の提供を確保する為の指針の策定

・精神病床の機能分化（急性期の医療提供体制の確保、入院1年未満の体制、重度かつ慢性の症状を持つ精神障害者への耐性、合併症患者への体制）

・居宅等における保健医療サービス及び福祉サービスの提供（外来・デイケアの医療の在り方、アウトリーチ・訪問診療・訪問看護、精神科救急医療体制（24時間365日体制））

・多職種連携（入院・地域におけるチーム医療）

・その他（関係行政機関等の役割、人権に配慮した精神医療の提供、多様な精神疾患・患者像への医療の提供、精神医療の診療方法の標準化、心の健康作りの普及啓発）

※病床減少に伴う病棟活用について…グループホーム化（重度かつ慢性の精神障害者を対象）

2)保護者制度の廃止

3)医療保護入院の見直し（入院当初から想起の退院を目指した手続きの導入）

①家族等のいずれかの同意（配偶者、親権者、扶養義務者、後見人・保佐人、市町村長）

→批判的な意見が多い。保護者に代わりえる人が家族等となると全く進展していない。逆に曖昧になり課題が病院に持ち込まれ、必要な治療が受けられないということになりかねない。家族間の問題が退院を阻害することになりかねない。

→強制的入院ということは公的な責任があるため、その責任を明確にし、公的な支援（公費）で行う必要がある。

→強制入院である以上、申し立ての機会が複数回確保されていることが必要であり、代弁者（代弁機能を持つ人）を位置付ける必要がある。裁判所的機能を持つ第3者の介入が必要。

②精神科病院管理者の義務
・医療保護入院者の退院後の生活環境に関する相談・指導を行う者（PSW等）の選任

＜退院後生活環境相談員による権利支援＞

＊その人を知る、関係づくり

＊入院のきっかけになったような生活上の問題、課題を一緒に考える

＊家族からの相談、支援

＊多職種との連携（チームの一員として）

＊地域移行支援・地域定着支援（障害者総合支援法の地域相談）

・医療保護入院者退院支援委員会の開催（入院予定期間を過ぎた場合）

→退院後生活環境相談員が中心となってコーディネート。ケア会議に加え、権利支援の側面があることを念頭に実施。推定される入院期間を超過する本人の声に寄り添い、生活環境を整えることが権利支援。多職種で実施する委員会に本人と家族など、地域支援事業者が参加。

・地域援助事業者の紹介と連携

＊入院初期→本人の気持ちを先入観なく正確に理解する。本人から代弁を求められたら対応。代理行為に関しては退院後生活環境相談員や所属機関と相談して判断・対応。相談支援事業所や地域包括支援センターは退院後のサービス利用を見据えて市区町村へ情報提供・共有しておく。

＊入院中期→退院後生活環境相談員と連携を図り、退院後のサービス等が円滑に利用できるように相談援助を行う。本人から医療保護退院支援委員会の参加を求められたら出席、出席できない場合は書面で意見を提出。本人が求めれば退院後の生活環境又は療養環境に関わる者も参加が可能。
＊入院後期→必要な方には地域相談支援の利用を紹介。入院中から利用や体験ができるサービス及び退院後に利用できるサービスを紹介するなど、本人の退院意欲の医事と不安の軽減等に配慮する。利用には支給決定事務など時間がかかることがあるので早めの対応。
⇒精神保健福祉士の役割の重要性が増している。その役割を担えるスキル、倫理、価値を持つことが求められている。独自性（自己決定の尊重、利用者主体、人権擁護、関わりの質など）と多職種との連携を対等な関係でつくることが求められている。
・精神保健審査会に関する見直し（平成28年～）
学識経験者⇒「精神障害者の保健又は福祉に関し学識経験を有する者」、予備委員が可

退院等の請求ができる者⇒入院者本人＋家族等

権限の強化：退院に向けた具体的な指示、病院に出向いて審査、実地指導で確認

⇒第三者的・独立的機能を充実させることが必要

精神保健福祉士が審査に加われる力量を身に着ける必要がある。特に人権擁護の視点と精神障害者サイドの立ち位置、時に医師・法律家と戦うことができることが求められる。

フットワークのよい委員会、職種に左右されない視点と倫理が求められている。権限の強化が必要。

・PSWとしてどう活用するか

　精神保健福祉法が精神障害者のための医療の提供が可能になるように使いこなすようになる。

　精神障害者に関する制度、サービス、法などを一人一人の精神障害者に活用できる能力を持つ。

　精神保健福祉士としての価値・倫理を身に着け関係職種に発信する力を身に着ける

　精神障害者のリカバリーを支援し、ストレングスを最大限に発揮できるような関係性を持つ

　精神障害者の権利擁護を実践できる力を身に着ける

●精神保健福祉法改正後の現場運用と問題

【考察】

　それぞれの病院での改正後の状況を聞き、同じような思いを感じながら業務にあたっていることを知り安心したところもあるが、ルーチン業務以外に退院支援委員会関係の書類仕事、連絡調整等の業務が増えたという意見が多く聞かれていた。また、改正法での医療保護入院者以外に、以前より医療保護入院を継続している人達を、なんとか任意入院に切り替える努力はしていないのか？という意見も聞かれ、法改正後だとはいえ支援の偏りに気を付けなればいけないと感じた。また、療養病棟の退院支援委員会の在り方についても意見が挙げられており、医療保護入院の退院支援委員会と、医療法の退院支援委員会の違いがよくわからず、勉強不足を感じた。布施病院では療養病棟の委員会も実施しており、人数が増える一方で、一人10～15分の審議とはいえ、今後は開催の方法も検討していかなければならないと話していた。当院では月2回の開催で、殆どの方が半年以内には退院している為、人数が増え続けることはないが、本人が参加を希望しているケースがあれば、開催方法の検討や、委員会の内容、開催場所等も検討していかなければいけないと感じた。
◎医療法人社団　清泉会　布施病院　　精神保健福祉士　　熊谷　嘉喬

【研究要旨】

○布施病院の紹介

精神科単科の病院で、病床数は120床。急性期・慢性期の治療を行っている。

病棟は一般病棟60床、療養病棟60床。

・スタッフ体制

精神保健指定医：常勤3名、非常勤2名

医師：常勤3名、非常勤1名

看護師、臨床心理士、作業療法士、精神保健福祉士など

⇒精神科一般病棟　退院後生活環境相談員　PSW1名

⇒精神科療養病棟　退院支援相談員　PSW1名

※療養病棟が空くと、一般病棟から移動。療養病棟では、退院支援委員会はやっていない。県とも相談して、退院後生活環境相談員を置いていないことから、委員会もやっていないとのこと。

○退院後生活環境相談員の動き

入院手続き、インテーク面接、相談員のお知らせなど

　　　　　　　　　　↓

面接、院内や関係機関との連携、カンファレンス

　　　　　　　　　　↓
退院支援委員会（委員会開催のお知らせ、調整など）

　　　　　　　　　　↓

退院時面接

・退院支援委員会

本人が参加を希望した場合は一番最後に設定。月1回、概ね一人15分程度の委員会。事前にPSWが審議録を作成し、委員会時に他職種へ確認をしてもらっている。事前の根回しが重要となっている。

※月ごとに委員会を行う対象者が増えており、9月は8名であった。今後はやり方を変えていかなければどんどん人数が増えていく一方になってしまうため、検討中。

⇒退院支援委員会は、入院処遇について一旦立ち止まって考える機会にはなっている。

⇒病棟専属のPSWが配置され、役割が明確化（これまでは全員、相談室の配置であった）

◎法改正後、4か月経過して・・・

一般財団法人　愛成会　弘前愛成会病院　　蒔苗　謙
〇入院状況

・全体の84.5％が医療保護入院

・H26年4月から8月までの状況⇒退院支援委員会は7回開催、11名を審議（本人参加のケースは未実施）
〇法改正のメリット

・医療保護入院時の同意確認がしやすく、緊急性の高い入院時には手続きが容易。

・保護者選任手続きが無くなり、家族・病院の負担や手間が少なく、書類処理も簡潔になった。
・退院後生活環境相談員の告知が義務となったため、患者・家族からすると誰に相談したら良いか明確になった。また、医療保護入院者退院支援委員会の法定化により、推定入院期間内での退院を目指す動きが活発になった。

〇法改正によるデメリット

・市町村長同意の要件が難しくなり、必要性があっても入院できないケースが増えた。

・家族等複数から入院の同意を確認できることにより、同伴した扶養義務者が「自分では判断できない」と特定のキーパーソンに同意を求めざるを得ないことがあり、家族の負担軽減につながっていないケースもあった。

・家族から退院要求があった場合、家族等に該当する人であれば同意者以外からの要求にも対応しなければならない。

・患者本人が改正法を理解できていないことが多い。本人の状態によって相談員の自己紹介や説明が難しい時がある。

・入院時に退院後の方向性を確認し、協力を仰いでいても、退院先の調整で家族や本人の希望に寄り添えないケースもある（入院期間が設定されているが故に）。

・推定される入院期間終了間際に行われる退院支援委員会や、審議録の調整に戸惑う。書類や会議が増え、患者に接する時間が減った。
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